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令和４年度松原市社会福祉法人等指導監査実施計画 

 

１ 目的 

この実施計画は、松原市社会福祉法人等に対する指導監査の実施に関

する要綱及び大阪府並びに府内市町村の社会福祉法人等指導監査共通実

施方針に基づき、松原市が所管する社会福祉法人（以下「法人」という。）

並びに児童福祉施設及び老人福祉施設等（以下「施設」という。）を運営

する者（以下これらを「法人等」という。）に対して実施する指導監査に

関し必要な事項を定めることを目的とする。  

 

２ 法人監査 

 法人監査は、社会福祉法第５６条第１項の規定に基づき、法人の自主

性及び自律性を尊重し、法令又は通知等に定められた法人として遵守す

べき事項について運営実態の確認を行うことによって、適正な法人運営

と社会福祉事業の健全な経営の確保を図るものとする。  

 実施にあたっては、社会福祉法人指導監査要綱及び指導監査ガイドラ

イン（平成２９年４月２７日付け厚生労働省三局長通知）に基づき実施

する。 

 

３ 施設監査 

 施設監査は、施設種別ごとに定められた個別法や指導監査実施要綱等

に基づき指導監査を実施して、適正な事業運営及び施設運営の確保を図

るものとする。  

（１）施設における重点項目の設定  

①老人福祉施設  

   ア 高齢者虐待防止の取り組みや身体拘束に関する事項  

   イ 防犯、安全確保対策に関する事項  

   ウ 非常災害対策に関する事項  

   エ 事故発生防止に関する事項  

  ②保育所・幼保連携型認定こども園  

   ア 園児への安全対策に関する事項  

 ③全施設共通（食事提供について）  

   ア 調理従業者の検便の実施に関する事項  

   イ 給食材料の発注量及び在庫管理状況に関する事項  

（２）施設における主な確認事項  

  別紙１に定めるとおり  

 

４ 大阪府との連携による指導監査の実施  

大阪府と共管する法人・施設については、平素から緊密な情報交換を

図る等、連携を強化し、大阪府及び本市の同時指導監査（併行監査）の
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実施に努める。  

 

５ 関係部署との連携による指導監査の実施  

指導監査の実施に当たっては、各事業担当部署との連携を密にし、必

要に応じて、当該事業担当部署職員等の参画による指導監査を実施する。 

 

６ 介護保険事業及び障害福祉サービス事業の指導と連携した指導監査

等の実施 

介護保険事業（地域密着型サービス及び総合事業を含む）及び障害福

祉サービス事業に係る指定を受けた社会福祉法人の法人及び施設の指導

監査においては、当該法人及び施設の運営状況に配慮した上で、実地指

導を実施することができる。 

 

７ 会計の専門家を同行させた指導監査の実施について  

指導監査の充実を図るため、必要に応じて会計の専門家である公認会

計士の資格を有する監査員を同行させて指導監査を実施することができ

る。 

 

８ 特別監査の実施 

通常の指導監査において、指導しているにもかかわらず、正当な理由

もなく改善をしない及び運営等に重大な問題を有する法人等については、

本実施計画の定めにかかわらず、特別監査を実施する。  

 

９ 改善状況の確認について  

（１）指導監査の結果、違反が認められる事項については、原則として

改善のための必要な措置をとるべき旨を文書により指導する。  

（２）改善措置の具体的な内容について、期限を付して報告をさせ、必

要と認める場合には、改善状況の確認のため、実地において調査

を行うことができる。  

（３）違反の程度が軽微である場合又は違反について文書による指導を

行わずとも改善が見込まれる場合は、口頭により指導する。  

（４）法令又は通知等の違反が認められない場合で、施設運営に資する

ものと考えられる事項についての助言を行うことができる。  

 

10 「社会福祉法人・社会福祉施設運営自己点検・自己評価表」の作成

及び提出について  

法人等が自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する

福祉サービスの質の向上を図る上で実施する自己点検・自己評価に資す

るため、「社会福祉法人・社会福祉施設運営自己点検・自己評価表」の作

成を指導し、指導監査時に提出を求めることができる。
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施設における主な確認事項  

（１）施設運営の適正化の推進  

  ①施設の運営管理体制の確立  

ア 適切な事業計画の策定  

イ 人事管理の適正化 

ウ 就業規則、給与規程、経理規程等の諸規程類の整備  

エ 「設備及び運営基準」に基づく施設設備の適切な維持管理  

オ 感染症及び食中毒対策の確立  

カ 具体的な事業継続計画（ＢＣＰ）の策定  

  ②会計経理の適用 

   ア 社会福祉法人新会計基準・経理規程に基づく会計経理及び契約  

   イ 内部牽制体制の確立  

   ウ 当期末支払資金残高（繰越金）、積立金（引当金）の適正な処理  

   エ 利用者負担金及び寄附金等の取扱い  

   オ 運営費（措置費）等の弾力運用に係る適正な要件遵守及び会計処理  

  ③安全確保対策の充実強化  

   ア 避難、消火訓練の実施及び非常時における地域の協力体制の確保  

   イ 消火設備その他の非常災害に際しての必要な設備の整備  

   ウ 社会福祉施設等における防犯に係る安全性の確保  

④不祥事防止対策の確立  

ア 施設等の会計事務処理の執行管理体制の強化、相互牽制機能  

の強化及び内部監査の実効性の確保、外部監査の導入  

 

（２）適切な利用者支援の確保  

①利用者の意向、希望の尊重と良好な生活環境の確保  

②利用者の権利擁護の視点からの適切な支援の確保  

③身体拘束ゼロへの取組み及び虐待防止の取組み  

④利用者支援の充実 

ア 個別支援方針の策定  

イ ケース記録等の整備・ケース会議の実施  

ウ 食事提供の充実及び衛生管理の徹底  

エ 入浴、排泄等支援の充実  

オ 褥瘡予防対策、リハビリテーション、寝たきり予防策  

カ 健康管理対策、保健･医療の確保  

キ 相談体制、家族との連携  

ク 関係機関との連携 

ケ 苦情解決、福祉サービス向上への対応状況  

⑤自立、自活等への支援  

⑥事故防止の取組み及び事故発生時の適切な対応  
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（３）必要な職員の確保と職員処遇の充実  

①職員の確保及び定着化  

②労働時間の短縮等労働条件の改善  

ア 労働時間と休憩等の取扱い  

イ 職員健康診断の適正な実施  

ウ 退職手当共済制度への加入の推進 

③業務体制の確立と業務省力化の推進  

④職員研修等資質向上対策の推進（人権啓発、虐待防止、衛生管理  

に係る研修受講の推進及び伝達研修等内部研修の充実等）  

⑤福利厚生等の士気高揚策の充実  

 


